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研究成果の概要（和文）：本研究は、災害対応と地球環境問題の解決に寄与する分散型の地域エネルギー拠点の計画手
法を開発することを目的とし、各種統計データや建物現況等をGIS上で整理し、平常時の需要量の地理的分布を把握す
るとともに、重要施設におけるコージェネレーションシステム導入の可能性と効果を防災面と環境面から評価し、拠点
適地の抽出手法と拠点構築の具体像を提示した。本研究の成果は、限られたエネルギー資源を無駄なく使い、災害時に
も機能を維持できる都市・地域づくりに寄与すると考える。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to develop a planning method for a distributed district 
energy base to mitigate disasters and global environmental problems. In the study, we evaluated the 
possibility of a co-generation systems installation and its effects in important facilities, such as 
government buildings or hospitals, in terms of disaster and environmental management. A method for 
selecting suitable districts for the energy base was also proposed, which showed concrete examples of an 
energy base. The results of this study will make a considerable contribution to future urban and 
community planning and allow them to make good use of energy and maintain urban functions during 
disasters.

研究分野： 都市防災

キーワード： 減災　防災　エネルギー全般　建築環境・設備　都市計画・建築計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

住宅 医療 業務 商業 宿泊 娯楽 文化 教育

温熱
MJ/
年m2

71 335 247 147 335 180 360 239

給湯 201 862 8 96 251 268 0 0

冷熱 75 515 553 523 419 293 180 92

電気
kWh/
年m2 46 185 189 226 200 200 63 55

１．研究開始当初の背景 

 
(1)東日本大震災を契機に検討すべき地域エ

ネルギーの課題 
東日本大震災（２０１１年３月）を契機に、

限られたエネルギー資源を無駄なく使い、災
害時にも機能を維持できる都市・地域づくり
が求められている。 
これまで、需要家側のライフライン地震対

策は、主に火災を防ぐため電気やガスを止め
ることと復旧までの非常用設備の整備であ
ったが、東日本大震災では発電所が停止した
結果、ライフラインの機能停止が広域に及び、
需要家に節電対策が求められ都市機能が停
滞した。この影響は長期間におよび、３日～
数日程度の備蓄では対応できないことが判
明した。東日本大震災以前から地域域型ＢＣ
Ｐ（業務継続計画）としてＤＣＰ（地域継続
計画）の概念も示されており、大規模な常用
発電設備を有する六本木ヒルズ地区等もあ
るが、災害時に各地域で要求される機能をふ
まえた上で施設を計画する手法は確立して
いない。また、発電機や燃料を保有する施設
が地域のライフスポットとなった例もあり、
非常時に自立可能な拠点は地域社会に貢献
している。 
 
(2)地球環境問題への対応（緩和策・適応策）

としての地域エネルギー 
気候変動対策としてＣＯ２等の排出を抑制

する「緩和策」と自然災害に対する「適応策」
も求められている。再生可能・未利用エネル
ギーの活用は、広域供給網に依存せずオンサ
イトでのエネルギー生産・利用を目指すこと
につながり、環境負荷低減（緩和策）だけで
なく、広域供給網が寸断された時の地域の自
立（適応策）にも役立つ。さらに、エネルギ
ー消費の削減・制御は、ＣＯ２等排出量の抑
制だけでなく、ライフライン施設規模の縮小、
ひいては発電所事故のリスク低減につなが
るため、今後、重要な防災対策として位置付
けられるものと考える。 

 
(3)エネルギーシステムの分散化とスマート

化 
電力自由化に伴い各所で発電が行われ、電

気自動車や大型蓄電池が実用化された結果、
エネルギーシステムの小型分散化が進みつ
つあるが、これらを環境だけでなく防災（施
設・地域の自立性）の視点から評価する手法
は確立していない。 
さらに、各地でスマートグリッドの実証実

験が行われ、スマートメーターの設置が進め
られるなど、情報通信技術によるエネルギー
需給制御が実運用され始めており、近い将来、
詳細データに基づいて地域毎にエネルギー
利用のあり方を検討できるようになると考
えられる。 
 
 

(4)防災性能・環境性能を備えた地域エネル
ギー拠点の方向性 
成熟社会を迎え、環境面・財政面等からス

トックの活用が求められるなか、拠点の構築
と維持には、街区内で高性能な施設・設備を
共有する仕組みが有用と考えられる。すでに
エネルギー面的利用の実例もあり、省エネ・
省ＣＯ２性だけでなく防災・減災性の向上に
も貢献するとされる。ただし、省エネ面では
定量的な計画・評価手法が確立されつつある
ものの、防災面では未確立の状況にある。ま
た、防災拠点に指定される公共施設は複数隣
接するケースも多く、複数施設での設備共有
は環境面・防災面の効果を生む可能性を有し
ている。 
 

２．研究の目的 

 

 本研究では、地域のエネルギー利用に着目
し、災害対応と地球環境問題の解決に寄与す
る分散型の地域エネルギー拠点の計画手法
を開発する。エネルギーの分散化は、ライフ
ライン途絶時には地域の機能維持に役立ち、
平常時には省エネルギーに寄与し、再生可
能・未利用エネルギーの適切な利活用による
負荷低減を可能にする。この様な地域エネル
ギー拠点の計画要件を、需要密度等の地域特
性に基づき整理し、その要件を満たす地域を
抽出する手法の開発および評価指標づくり
を目指す。 

  

３．研究の方法 

 

 首都圏域の各種統計データや建物現況等
をＧＩＳ上で地理空間情報として整理し、エ
ネルギー消費原単位（表１）を用いて平常時
の需要量の地理的分布状況を把握するとと
もに、官公庁施設や医療施設等の重要施設に
おけるガスコージェネレーションシステム
（以下ＣＧＳ）の導入を事例に、地域エネル
ギーシステム導入の可能性と効果を防災面
と環境面から評価する手法を検討した。 
 また、東日本大震災における供給系ライフ
ライン途絶時の建物機能や発電設備導入に
係る実態調査を行った。あわせて、東日本大
震災を契機に各地で導入が進められている
地域エネルギーシステムの実態調査、再生可
能エネルギー固定価格買取制度や電力小売
り自由化に関する社会動向、電源・蓄電設備
やエネルギー管理システムなどの技術開発
状況、防災や建築等に関するルール規定等に
関する調査を実施した。 
 
表１.建物用途別の年間エネルギー消費原単位 

 
 
 
 
 
 



４．研究成果 
 
 本研究では、東京都および神奈川県を主な
対象地としてスタディを実施し、防災性能と
環境性能の観点から地域エネルギー拠点構
築の効果と課題を整理し、拠点適地の抽出手
法と拠点構築の具体像を提示する。 
 ＣＧＳ導入対象の官公庁施設、医療施設、
本社では、平常時は導入施設の全ての電熱需
要をＣＧＳで賄い、余剰排熱を周辺施設へ供
給することも検討した。駅構内は熱需要量が
少ないため、駅の全電力をＣＧＳで賄い、熱
は全て周辺施設へ供給する設定とした。本研
究では、設備の導入・維持管理には平常時の
効果の確保が重要であるとの観点から、兼用
ＣＧＳ導入による省エネルギー・省ＣＯ２効
果を確保した上で、災害対応に貢献できる可
能性を確認した。また、持続可能な拠点整備
を目指し、既存の重要施設への設備導入や更
新を前提とした。 
東京都を対象としたスタディでは、災害時

に自立的に機能することが求められ、平常時
の環境性能も向上する可能性を有する地域
エネルギー拠点の候補地として、多様な施設
が混在する地域と病院を中心とする１５地
区が抽出された（図１）。東京都全域の建物
と駅に対するエネルギー削減率は 6.36％、Ｃ
Ｏ２排出量の削減率は 4.26％と試算された。
災害発生後の緊急対応期に機能維持が求め
られる施設で電気・熱を確保するとともに、
平常時の省エネ性向上を見込め、発電設備が
持続的に運用されるための経済性も確保で
きる可能性が示唆された。また、重要建物と
駅周辺で非常時にもエネルギー供給が継続
され、帰宅困難者・滞留者問題の緩和にも寄
与すると考えられる。一方、ガス導管や製造
施設の被災、二次災害防止の供給遮断等によ
りエネルギー供給源を断たれる可能性もあ
り、地盤条件等を考慮しガス供給網を耐震化
するとともに、供給停止に備えた予備燃料の
備蓄と燃料調達方式等を検討する必要があ
る。あわせて、電力供給網の耐震化・応急対
策が講じられ、供給信頼性が総合的に高まる
ことが望まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１.拠点候補地区（東京都） 

 
 

 
 
さらに、神奈川県において災害時にも機能

継続が望まれる「官公庁施設」「医療施設」
と、避難所しての機能継続が期待される「教
育施設」「福祉施設」の４用途を対象にスタ
ディを実施した。ここでは、①災害時にも機
能継続が望まれる重要施設にＣＧＳを導入
し排熱を面的利用することで環境負荷低減
効果も得られる可能性が高い５地区、②環境
負荷低減は期待しにくい１９地区、③重要施
設はないものの宿泊施設や商業施設など公
共性の高い施設を核に環境負荷低減効果が
見込める１９地区を抽出し（図２）、環境性、
防災性に経済性も加え総合評価した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２.拠点候補地区（神奈川県） 
 
以上のスタディを通して、防災性能と環境

性能の観点から地域エネルギー拠点を構築
できる可能性を示唆するとともに、その効果
と課題を整理し、拠点適地の抽出手法と拠点
構築の具体像を提示した。 
--------------------------------------- 
また、需要家側のエネルギー設備データを

分析し、重要施設における分散型電源導入の
妥当性を確認した。特に、拠点の中核となり
うる病院における停電対応の実態と課題を
整理し、非常用設備の整備と運用面での工夫
の重要性を示した。主な知見を以下に挙げる。 
 停電中に機器を使えず、診療・手術・検査

などを休止した。停電後も（計画停電では
停電前も）機器を使うことができないため
影響は長期に及ぶ。非常用回路につなぐ機
器の選定や、発電容量増設や無停電電源装
置の設置などが必要である。 

 発電機への切替え・復電時にエレベーター
が停止し搬送に支障が生じた。すぐに点
検・復旧できる体制（契約）が求められる。 

 燃料業者や、機器・設備の点検業者等に電
話が通じなかったことも、病院の機能継続
に影響を及ぼした。通信系ライフラインの
支障が、停電対応にも影響したと言える。 

 発電機の燃料調達に苦労した。設備整備と
併せて燃料の備蓄と調達・融通の仕組みを
構築する必要がある。 



さらに、ライフライン途絶が避難行動に与
える影響を定量的に確認し、生活支障と避難
行動との因果関係をモデル化した。今後モデ
ルの精緻化と一般化により、施設利用者の許
容レベルに応じた自立方策提示につながる
可能性がある。 
--------------------------------------- 
本研究の成果は、限られたエネルギー資源

を無駄なく使い、災害時にも機能を維持でき
る都市・地域づくりに寄与すると考える。 
--------------------------------------- 
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